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はじめに

近年のグローバリゼーションの進展に伴い，多国籍企

業の国際的な生産ネットワークを基にして国際間の財と

サービスの取引が進展している．多国籍企業は，各地域に

おける労働生産性やインフラストック，労働力等の要素賦

存量を所与として，世界的な視野に基づいて財の生産拠点

を調整している．財の生産過程をその複数のモジュールに

分割する（フラグメンテーション）とともに，垂直的な生

産統合およびアウトソーシングを行って世界市場の需要

に満たす最適な生産活動を行っている．本研究では，多

国籍企業の多様な生産パターンがどのように決められる

か，なぜ国際的な中間財・サービスの生産の一部が海外直

接投資 の形式で生産され，一部の中間財が企業外

へのアウトソーシングにより生産されるのかという問題

に着目し，グローバル市場における多国籍企業の最適な

生産立地パターンについて分析する．

従来の研究概要と本研究の⽴場

多国籍企業の生産組織と生産拠点配置に関して膨大な

研究の蓄積が存在する．初期の研究として，多国籍企業の

発展を，生産・販売の統合化による企業経営のリスクを内

部化の過程としてモデル化した内部化理論 ，国際限界産

業転移の動的過程をモデル化した雁行形態モデル が提案

されている．また， ， は，生産コスト

の縮減効果という経営動機について，多国籍企業の生産

拠点の再配置行動メカニズムをモデル化し，生産拠点の

移転に伴う産業移入国と産業移出国における賃金率と厚

生の変化を分析している．
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年代では， ， 等

による新貿易理論 ，

等による新経済地理学

が提唱されている．新貿易理論の分野

では，独占競争市場における収穫逓増が働く環境の下で，

多国籍企業の産業内貿易，海外直接投資，国際的アウト

ソーシング，フラグメンテーションが進展する過程に関し

て理論的知見が蓄積された ．

， は，多国籍企業のアウ

トソーシング行動を内包化した一般均衡モデルを提案し，

多国籍企業による産業内貿易を分析するための理論的枠

組みを提案した．最近，現実の産業内における企業行動

に関する経験的研究成果 に基づけば，同一の産業

内部における企業の労働生産性の格差が非常に大きいこ

とが報告されている．さらに，日本企業の海外事業展開に

関するアンケート調査結果によれば，多くの日本企業が現

場生産コストの安さと販売市場の拡大という つの要因

を海外進出の理由にあげている ．すなわち，自国と

相手国における労働生産性と労働賃金率の違いが，企業の

海外進出戦略に大きな影響を及ぼしている．この意味で，

古典的なリカードによる比較優位理論は，依然として東ア

ジア地域における国際生産分業の展開を説明するための

理論的枠組みを提供すると考えることができる．それによ

り，近年では，新貿易理論の枠組みを拡張して，「新新貿易

理論」が提唱され ，企業レベルの産業内における異質的

な労働生産性に着目する研究が進んでいる． ，

等は，異質生産性を持つ企

業の生産拠点配置と産業内貿易パターンが内生的に決定

されるメカニズムを分析している．さらに，

は， モデルを拡張して，企業の生産性と企業

の投資行動の関係を分析している．労働生産性の差異化

により，特定の国に生産拠点を集約したり，海外直接投資

を通じて各国に生産拠

点を配置する多様な生産拠点戦略がみられる ．

現在，各国の労働生産性が非常に大きな格差が存する

東アジア地域では，展開されている国際社会資本の整備



が，多国籍企業の海外直接投資行動やその結果生じる貿

易構造の再編に及ぼす影響を分析するためには，多国籍

企業によるグローバルな生産拠点行動を考慮に入れたよ

うな一般均衡モデルを構築することが望ましい．筆者等

はすでに 国で構成される世界経済を対象とした国際分

業・国際貿易パターンを分析する一般均衡モデルを提案し

ている が，多国間にまたがる国際貿易や企業立地を分

析し政策提言へとつなげるためには，より一般的な枠組

に拡張する必要がある．

以上の問題意識の下に，本研究では，多国籍企業の最

適な国際的生産分業や貿易構造のメカニズムを分析する

ためのN 国を対象とした一般均衡モデルを提案する．

モデル

モデルの前提条件
N 国で構成される世界経済を考える．各国はすべて大

国開放経済である仮定する．それぞれの各国の総労働力

は L j ∈ , , . . . , N である．グローバル市場におけ

る差別化財を生産・販売する多国籍企業は，独占競争市場

の差別化財市場において，労働力のみを投入して財を生

産する．すべての多国籍企業がすべての国において自由

に市場に参入・退出できると仮定する．各国の同質な家計

は賃金収入により効用を最大化する．またすべての多国

籍企業が生産する差別化財を消費できる．また，各国の

労働人口が十分大きいと仮定し，同じ財を複数の国にお

いて生産することはないと仮定する．

世界の独占競争市場における代表的な差別化財企業

i, i ∈ , n は，差別化財 i, i ∈ , n を生産する．

n は独占市場における存在される差別化財企業の数であ

る．最終財としての差別化財 i に関する生産過程におい

て，最初の生産段階から最後の組み立てにいたる全ての

生産過程をH 段階に分割して，各段階の中間財 i i ∈

i , i , . . . , i としてモジュール化する．中間財 i i ∈

i , i , . . . , i はすべての国において生産可能である．最

後の中間財 i はアセンブリと想定する．すなわち，最後

の中間財 i の生産工程は，それまでの生産段階で生産さ

れるすべての中間財を組み立てることを表している．生

産された差別化財グローバル市場において輸送・販売さ

れる．

差別化財企業は利潤最大化原則に基づいて行動し，す

べての中間財に対して，最適な生産拠点と生産パターン

を決める．中間財 i の生産は世界各国に拠点を置くこと

が可能である．企業が中間財を調達する際には，企業外部

にアウトソーシングして委託することも，企業内部で水平

的な FDIの形で生産することもできる．差別化財企業ご

との生産技術性や，中間財の生産性が異なることを想定

する．差別化財企業は，各国の賃金率と中間財の生産性

及び輸送費用を比較して生産拠点の立地を決定し，各国

の家計の消費需要を満足水準に生産水準を決定する．

各国の労働者は国際的に移動できないと仮定して，各

国の労働賃金率は労働者が完全雇用される水準に決定

される．両国間における財の輸送費用は氷塊型であり，

t > 単位の財を j国から l国へ輸送すると， 単位の

財が実際に到着可能である．財の輸送費用は，消費国の家

計が負担する．

家計⾏動
各国の家計が同一の効用関数で表現できる．代表的な

j 国の家計の効用関数はDixit効用関数で示される．

U x di < ρ <

s.t. p x ω

上式において，x は j 国の家計の差別化財の第 i財の需

要量，p は差別化財の第 i財の消費価格，ω は j国の労

働者の賃金率，nは市場に消費可能の差別化財の種類数で

ある．ρは消費多様性を表す偏好指数であり，ρが に近

づくと差別化財がほぼ完全代替できることを示している．

一方，ρは に近づけば近づくほど，差別化財を消費する

偏好が高い．また，その水平差別化された財の代替弾力性

σ は σ である．j 国における差別化財 iの総消費

量は

y x L E p P

と表される．上式において，E w L ，E は j国の総

所得である．そして，各国の差別化財の価格指数 P は下

式で表される．

P p di

差別化財企業の⾏動
代表的な差別化財企業 i は中間財 i i ∈

i , i , . . . , i を投入して，最終の差別化財 i を世界市場

に提供する．その差別化財 iの生産関数はレオンチェフ型

の生産関数で示される．分析の簡単化のために，一単位の

最終差別化財 iを生産には各一単位の中間財 i を投入し

なければならないと考えよう．差別化財企業は独占競争市

場に参入するにあたって，R D研究・開発および世界各

国の生産可能性を調査するために，市場に参入する前に



一定の固定費用を投資しなければならない．第 国の賃

金率をニューメレール財とする．潜在的な最終差別化財

企業は市場に実際参入する前に f 単位の第 国の労働力

を固定費用として投資する．さらに，その回収不可能な固

定費用を投資した後で，世界各国における中間財 i を生

産する際には労働生産性 µ および賃金率 w の値が判

明する．各国の各中間財に関する労働生産性は分布密度

関数G µ にしたがっており，その値は分布関数からラン

ダムに選択される．また，各国の中間財の労働生産性係数

は独立である．

中間財生産に関する各国の労働生産性は必ずしも同一

ではない．サンクコストとして f 単位の第 国の労働力

を投入した後，企業は中間財 i を水平的な FDI の形で

自己生産するか，全て外部の中間財企業にアウトソーシ

ングするかを選択する．自己生産する場合では，中間財

i を生産するために f 単位のニューメレール財相当の

労働力を中間財の固定費用として投資しなければならな

い．その中間財を生産するためには，生産を行う国の労

働力を限界費用として投入して中間財を生産する．一方

中間財 i をアウトソーシングする場合では，品質の不確

実性に対処するために中間財 i の技術管理と生産活動を

監督し，生産に関する中間財の生産企業と交渉・コミュニ

ケーションすることが必要になる．そのために，差別化財

企業は θ , θ > 倍の中間財の均衡生産価格に従わな

ければならない．さらに，差別化財企業は必ず全ての国

の市場で最終差別化財を提供しなければならない．すな

わち全ての最終差別化財に関して貿易が発生する．

差別化財企業 iが j 国で財を販売するとき，その営業

収益は以下のように表される．

p y p
E

P
　

　上式において，j国で差別化財を販売する差別化財企業

iの営業収益は，現地消費価格に関して逓減する．すなわ

ち，差別化財の現地消費価格が低いほど，その差別化財

企業の営業収益が増える．ほかの固定費用が一定する場

合では，最大利潤を追求する差別化財企業は最低な現地

消費価格を設定しなければならない．

差別化財企業 iは各国の消費需要に満たすために，全

世界において行われる中間財 i の生産を管理して，利潤

最大化の原則に基づいて，最終財 iを提供する．差別化財

企業 iはそのすべての中間財 i の生産をどのように実施

するのかを決定する必要がある．企業 iが自己生産する場

合では，任意の j国において f 単位のニューメレール財

相当の労働力を中間財の固定費用として投入しなければ

ならない．もし，j国における外部の中間財企業にアウト

ソーシングする場合では，限界生産価格以上の市場価格

で購買しなければならない．すなわち，次式が成立する．

w µ X
f

w
w w µ X θ 　

常識より，均衡における中間財 i の生産需要量 X は

以下のように表される．

X
f

w µ θ −
　

一単位の最終差別化財の生産には一単位の中間財が必要

であるという仮定により，差別化財企業 iにとっての中間

財 i の生産パターンの選択は以下のように表される．

y ＜X アウトソーシング

y ＞X FDI,自己生産

すなわち，j 国の中間財 i の需要量 y が X より小

さい時はアウトソーシング生産するほうが利潤が大きく

なる．一方，X より大きい時には企業は自己生産する．

世界各国の生産条件および生産可能性に関する調査結

果に基づいて，企業 i は生産パターンおよび生産ネット

ワークを決定して，差別化財 iを生産する．その利潤最大

化の生産パターンを選択したときの差別企業 i の利潤は

次のように表される．

π max π 　 l ∈ , , . . . , N

上式により，企業 iはすべてのアセンブリ可能な立地国の

生産利潤を想定しなければならない．差別化財企業 iがす

べての必要な中間財を l国において最終的に組み立てて，

世界市場に販売する場合の行動を分析しよう．差別化財企

業 iが l国で最終財を組み立てる場合の利潤は

π p y − w µ y f

− w µ θ y − f 　

と表される．上式の右辺第一項は差別化財 i が世界各国

で販売される営業収益，第二項は世界各国で FDIの形で

中間財を生産するためにの生産コスト，第三項は世界各

国でアウトシーシングの形で中間財を生産するためにの

生産コスト，第四項は市場参入する際の固定費用である．

NF は企業 iの の国の集合であり，JF は j 国で

FDI の形で生産されるすべて中間財の集合である．同様

に，NO は差別化財企業 iのアウトソーシングを実施す

る国の集合であり，JO は j国でアウトソーシングの形

で生産されるすべて中間財の集合である．このとき，差別

化財 iの消費価格と組み立ての均衡生産価格および中間財

i の均衡生産価格の関係は以下のように表される．

差別化財の消費市場価格 p p t



差別化財の均衡生産価格 p min
p t

ρ

中間財の均衡生産価格

p w µ FDI

or w µ θ outsurcing 　

上式において，p は j国の差別化財 iの市場消費価格，p

は l国で最終財を組み立て生産する均衡生産価格，p は

j国で生産される中間財 i の均衡生産価格である．また，

その各国の最終財の消費量と組み立ての均衡生産量よび

中間財の均衡生産量の関係は以下のように表される．

最終財の均衡生産量 y y t

中間財の均衡生産量 y y t 　

差別化財企業は，最終組み立てを行うことが出来るすべ

ての国の中から利潤が最も大きくなる国を選択し，生産

パターンを決定する．

差別化財企業の 条件
市場参入に成功した差別化財企業は異質でありその生

産性が異なるため，差別化財企業の利潤は異質である．そ

のため，当該市場に参入できるもののその利潤が とな

る限界的な生産性（cutoff 生産性）を持つ差別化財企業

が存在する．すなわち，限界的な cutoff の差別化財企業

i の利潤は以下の条件を満たさなければならない．

π MAX π

差別化財企業は f単位の固定費用を投入した後，もし，当

該企業の利潤が上式の cutoff 条件を満たす場合には市場

に参入できる．もし，企業 iの利潤が cutoff 条件より低

い場合には，利潤がマイナスとなるため市場から退出せ

ざるを得ない．

すべての潜在的に参入可能な差別化財企業は，参入す

る際の期待利潤と参入する前にサンクコストの固定費用

を比較する．長期均衡においては，すべての潜在的な差

別化財企業は自由に市場に参入できる．その市場におい

て生産できる企業の平均利潤は企業の平均固定費用投入

と一致しなければならない．さらに，差別化財企業毎の

利潤が異なる一方，すべての市場に存在するM 個の差別

化財の企業は世界市場へ差別化財を提供するため，一つ

の企業の期待利潤は生産を行う全ての企業の平均値と一

致する．その期待利潤と R D の固定費用の成功投入率

の均衡式は以下のように表わされる．

f
G µ

π

n
　　

上式において，G µ はすべての潜在的な差別化財

の企業 iが市場に参入できる確率である．差別化財企業 i

は生産投入の固定費用と期待利潤を比較して立地を決定

する．長期均衡においては，固定費用と市場参入の期待

利潤が一致する水準に決定される．

世界市場の均衡条件
各国の労働力は移動不可能であり，各国の総家計数は

外生的に決定されている．完全雇用の仮定により，労働

人口と各種類の財を生産する人口が一致しなければなら

ない．第 国においては，一部の労働力がすべての潜在

的な差別化財企業の固定投資費用として雇用され，一部

の労働者は差別化財の生産のために雇用される．その労

働市場均衡式は以下のように定義される．

L Mf y µ f

y µ 　

右辺第一項はすべて潜在的な差別化財企業の固定投資費

用としてに雇用される労働力，第二項は第 国に立地す

る の形で中間財を生産するために雇用される労働力，

第三項は第 国に立地するアウトソーシングの中間財を

生産するために雇用される労働力を表す．

他の国 j j ∈ , . . . , N における労働市場の均衡式は

次のように表される．

L y µ
f

w

y µ 　

右辺第一項は j 国に立地する の形で中間財を生産す

るために雇用される労働力， は f 単位のニューメ

レール相当単位の j国の労働者投入数である．第二項は j

国に立地するアウトソーシングの中間財を生産するため

に雇用される労働力を表す．

また，j 国の国際貿易収支条件は

p y p y

p y t p y t

と表される．上式の左辺第一項は j 国の差別化財の輸出

額であり 第二項は中間財の輸出額である．また，右辺第

一項は j 国の差別化財の輸入額，第二項は j 国の中間財

の輸入額である．N− 個の国における貿易収支が満足さ

れれば，最後の第N 国の貿易収支は自動的に満足する．



おわりに

本研究ではN 国を対象とした多国籍企業のグローバル

独占競争市場における最適な生産立地パターンに関する

一般均衡モデルを提案した．立地選択パターンの数値例

シミュレーション結果については，講演時に報告する．
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